第１号様式（第５条関係）

記入日：　　　　年　　月　　日
公益社団法人京都市観光協会　会長　様
	申請者名
	（社名・団体名、代表者の職名及び氏名）



	申請者の所在地
	〒











宿泊施設の質の向上（受入環境充実）支援事業補助金　交付申請書

標記の補助金を下記のとおり受けたいので、宿泊施設の質の向上（受入環境充実）支援事業補助金交付要綱第５条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記
	申請する
宿泊施設名
	

	申請する
宿泊施設の住所
	〒


	事業実施期間
	　　　年　　　月　～　　　　年　　　月

	事業実施経費
	　　円（税抜）

	補助金交付申請額
	　　円

	申請事業メニュー
	（申請するメニュー番号に「○」を記入ください、複数の申請可）
【事業メニューＡ】
物品・備品の購入、各活動に係る経費
	申請
	番号
	内容

	
	Ａ－１
	地場産品の活用（伝統産業製品、市内産木材）
＜客室または建物内共用部の使用に限る＞

	
	Ａ－２
	災害対応強化

	
	Ａ－３
	バリアフリー化（備品購入）

	
	Ａ－４
	観光マナーやモラル啓発の充実

	
	Ａ－５
	地域活動や地域貢献に資する持続可能な取組強化


【事業メニューＢ】
地場産品を活用した内外装工事
	申請
	番号
	内容

	
	Ｂ－１
	地場産品（伝統産業製品、市内産木材）を活用した、客室または建物内共用部の内装工事及び外装工事




	備考
	


　（提出書類一覧）
	番号
	内　　容
	チェック

	1
	＜別紙１＞　事業者情報等
	

	2
	＜添　付＞　地域活動等の状況が確認できる書類
	

	3
	＜別紙２＞　補助事業の目的、内容及び計画
	

	4
	＜別紙３＞　導入物品等一覧表
	

	5
	＜添　付＞　補助事業内容が確認できる書類（仕様書、図面、施行場所の写真、補助対象経費の積算が確認できる書類　等）
	

	6
	＜添　付＞　見積書（２社以上）
	

	7
	＜別紙４＞　業者選定理由書（２者以上の見積書の取得が困難で、１者の見積書による業者選定を行う場合のみ）
	

	8
	＜添　付＞　旅館業法営業許可書（写し）
	

	9
	＜添　付＞　京都市の法人市民税（個人の場合は個人市民税）に係る納税証明書（申請日の直前年度分で、発行日から３か月以内のもの。写し可）
	

	10
	＜添　付＞申請年度の前々年度３月から翌年度２月分（※）の宿泊税納入に係る領収書（写し）
（※）申請年度が令和８年度の場合：令和７年３月～令和８年２月分
	

	11
	＜別紙５＞　地場産品を活用していることの確認書（第４号様式）
（事業メニュー「Ａ－１」、「Ｂ－１」を申請する場合のみ）
	




（別紙１）
事業者情報等

１　事業者及び施設情報等
	施設規模
	客室数（　　　　室　）・宿泊定員（　　　　名　）

	稼働率
（直前年度）
	
	宿泊客数
（直前年度）
	総数（　　　　　　　　　）
うち外国人（　　　　　　）

	資本金の額
	円
	企業区分
	□ 中小企業等※１
□ 大企業（みなし大企業含む）

	常時使用する
従業員の数
	名
	
	

	申請する宿泊施設
の所有者
	

	担当者氏名
及びフリガナ
	
	担当者
メールアドレス
	

	担当者電話番号
（携帯電話可）
	
	
	

	書類送付先
（住所・所在地と異なる場合のみ）
	〒



※１　中小企業等については、以下のとおりとします。ただし、みなし大企業を除きます。
（中小企業基本法の定義（サービス業（宿泊業）を基に設定）
・　中小企業
資本金の額又は出資の総額が5千万円以下の会社又は常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人
・　上記と同等と認められる者であって、法人格を有する法人又は事業を営む個人
２　地域との調和等に関する事項
	「京都観光モラル推進宣言事業者」の認定

(1)、(2)のいずれかに「○」を記入ください
	(1)
	「京都観光モラル推進宣言事業者」の認定を受けている。
	

	
	(2)
	「京都観光モラル推進宣言事業者」の認定を受けていないが、認定の手続きを予定しており、募集開始後、速やかに認定の申請を行う。
（実績報告時点で認定されていない場合は、補助金を受けることはできません）
	

	地域活動等の状況

(1)、(2)のいずれかに「○」と必要事項を記入ください
	京都市地域コミュニティ活性化推進条例第５条第１号に規定する事業者の責務に基づき、

	
	(1)
	宿泊施設が所在する地域の自治会または町内会等に加入している。
	

	
	
	自治会又は町内会名※２
	

	
	((2)
	宿泊施設が所在する地域において行われる地域活動等への参加・協力や地域コミュニティへ貢献をしている。
	

	
	
	具体的な内容※３
（例：地域の住民組織が実施する地域の清掃活動に参加）
	


※２　地域活動等の状況が確認できる書類として、加入がわかる書類（名簿、自治会費の領収書など）があれば添付してください。
※３　地域活動等の状況が確認できる書類として、活動・貢献の内容がわかる書類等（自治会の会報、各種広報誌やホームページなど）があれば添付してください。
３　補助事業の申請にあたっての確認事項
	内　　容
	チェック

	同一の内容について、京都市の助成制度（補助金、委託費等）と重複する事業は申請していません。
	

	申請者は、申請する宿泊施設の所有者であるか、又は、宿泊施設の所有者から本事業の実施について同意を得ています。
	

	京都市観光協会が行う、京都市及びその他行政機関（国・京都府等）への申請情報の照会に同意します。
	

	補助金交付申請書の記載事項及び関係書類の内容確認のために求められた根拠資料を提出しない場合又は記載事項に虚偽があった場合は、補助金を一括返還します。
	

	その他以下の各号について間違いありません。
・ 申請者は市税を滞納していません。
[bookmark: _Hlk225259843]・ 申請者（又は申請者が指定する特別徴収義務者）は宿泊税を適正に申告し、納付しています。
・ 申請する施設は宿泊施設として運営しています。
・ 申請者は、旅館業法その他営業に関わる法令又は条例に基づく処分を受けていません。
・ 京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力団密接関係者ではありません。
・ 申請者は、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規定する性風俗関連特殊営業並びにそれらに類似する業種を営む者ではありません。
・ 申請者は、営業に関して必要な許認可等を取得しています。
・ 申請する施設について申請年度４月１日時点で、開業から５年以上が経過しています。
・ 申請する施設は国または地方公共団体が所有、管理又は運営する施設ではありません。
・ 申請する施設について譲渡（有償譲渡・無償譲渡のいずれも含む）又は交換する予定はありません。
・ その他、本補助金の交付要綱、実施要領の規定に違反しません。
	




